
( 単位 : 円 )

902,496,027 463,246,987

7,595,499 100,041,878

205,958,271 290,734,515

234,489,090 23,960,543

238,732,669 42,989,714

53,249,041 323,970

135,297,830 996,367

1,293,587 4,200,000

20,399,417 16,230,431

6,580,623 9,224,058

△ 1,100,000 7,006,373

97,825,287

87,732,825 479,477,418

83,034,300

186,149 520,843,896

2,972,926 90,000,000

1,539,450 402,498,645

641,667 22,500,000

641,667 379,998,645

9,450,795 28,345,251

8,874,195 28,345,251

1,899,680 28,345,251

△ 1,323,080 520,843,896

1,000,321,314 1,000,321,314

預 り 金

貸   借   対   照   表

平成26年 3月31日現在

金　 　　　額

未 払 費 用

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

（　負　債　の　部　）

流 動 負 債

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 退職給付引当金

固 定 負 債

役員退職慰労引当金

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

金　　　　 額科　　　目科　　　目

前 払 費 用 役員賞与引当金

原材料及び貯蔵品

（　資　産　の　部　）

流 動 資 産

仕 掛 品

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

未 払 法 人 税 等

負債及び純資産合計

純 資 産 合 計

資 産 合 計

車 両及び運搬具

工具器具及び備品

そ の 他

土 地

資 本 準 備 金

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

繰越利益剰余金

その他利益剰余金

ソ フ ト ウ ェ ア その他資本剰余金

投資その他の資産

有 形 固 定 資 産 負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置 （　純　資　産　の　部　）

資 本 剰 余 金



【個別注記表】 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法･････････ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下 

                    による簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産······················ 定額法を採用しております。 

（２）無形固定資産······················ 定額法を採用しております。 

                      

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金··············債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計

上しております。 

（２）役員賞与引当金··········役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

（３）退職給付引当金··········従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額より、中小企業退職金共済資産残高を控除した額を計上して

おります。 

（４）役員退職慰労引当金······役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産

に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式  1,800,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 

決議 株式の種類
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 25 年 6 月 21 日 

定時株主総会 
普通株式 11,700,000 円 6.5 円 平成 25 年 3月 31 日 平成 25 年 6月 24 日

平成 25 年 10 月 25 日 

取締役会 
普通株式 1,800,000 円 1.0 円 平成 25 年 9月 30 日 平成 25 年 12 月 2 日

 
 

 

 



 

 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成２６年６月２３日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定です。 

 

決議 
株式の 

種類 

配当の

原資 

配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 26 年 6 月 23 日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金
1,080,000 円 0.6 円 平成 26 年 3月 31 日 平成 26 年 6月 24 日

 
 ３．当期純利益 

   5,814,808 円 

 

 


